
1 

新旧対照表 

改 正 後 現  行 

 

クルマとつなぐ屋根ソーラー補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、県内住宅におけるエネルギーの自立化及び屋根ソー

ラーと電気自動車（ＥＶ）を組み合わせて利用するライフスタイルを推

進するため、県民が行う太陽光発電設備等の設置に要する経費に対し、

予算の範囲内でクルマとつなぐ屋根ソーラー補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付することについて、長野県補助金等交付規則（昭和34年長

野県規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 

第２条～第３条 （現行のとおり） 

 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、

補助対象者が信州の屋根ソーラー事業者認定制度実施要領第５条第１項

又は第10条第３項の規定による認定を受けた事業者（以下「認定事業

者」という。）との販売契約により別表第１に掲げる要件を満たす太陽光

発電設備等（以下「補助対象設備」という。）を新たに設置する事業のう

ち、次に掲げるものとする。 

(1)～(2) （略） 

(3) 太陽光発電システム並びに当該太陽光発電システムと組み合わせて

使用する蓄電システム及びV2H充放電システムを同時に設置する事業 

(4) 既に設置された太陽光発電システムと組み合わせて使用する蓄電シ

ステムを設置する事業 

(5) 既に設置された太陽光発電システムと組み合わせて使用するV2H充

放電システムを設置する事業 

(6) 既に設置された太陽光発電システムと組み合わせて使用する蓄電シ

 

既存住宅エネルギー自立化補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、県内住宅のエネルギーの自立化を促進するため、県

民が行う太陽光発電設備等の設置に要する経費に対し、予算の範囲内で

既存住宅エネルギー自立化補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ことについて、長野県補助金等交付規則（昭和34年長野県規則第９号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

 

 

第２条～第３条 （略） 

 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、

補助対象者が信州の屋根ソーラー事業者認定制度実施要領第５条第１項

又は第10条第３項の規定による認定を受けた事業者（以下「認定事業

者」という。）との販売契約により別表第１に掲げる要件を満たす太陽光

発電設備等（以下「補助対象設備」という。）を新たに設置する事業のう

ち、次に掲げるものとする。 

(1)～(2) （略） 

（新設） 

 

(3) 既に設置された太陽光発電システムと組み合わせて使用する蓄電シ

ステムを設置する事業 

(4) 既に設置された太陽光発電システムと組み合わせて使用するV2H充

放電システムを設置する事業 

（新設） 
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改 正 後 現  行 

ステム及びV2H充放電システムを設置する事業 

２～３ （略） 

 

第５条 （略） 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 補助金の額は、次により算出するものとする。 

ア 補助事業の区分に応じ、補助対象経費の額と次に掲げる上限額のい

ずれか少ない額を補助金額とする。ただし、算定された額に千円未満

の端数があるときは、これを切り捨てる。 

 (1) 太陽光発電システムの設置 ５万円 

 (2) 蓄電システムの設置 15万円 

 (3) V2H充放電システムの設置 20万円 

イ （略） 

 

第７条～第８条 （略） 

 

 

 

（事業期間の延長） 

第９条 申請者は、やむを得ない理由により、事業に着手した日の属する

年度の２月末日までに補助事業が完了しないおそれがあるときは、別に

定める日までに、事業期間延長承認申請書（様式第２号）に事業の着手

日が確認できる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の事業期間延長承認申請書を受理したときは、内容を審

査の上、やむを得ないと認められる場合に限り事業期間の延長を承認す

るものとし、その可否を申請者に通知する。 

３ 申請者は、事業期間延長の承認を受けた場合において、当該承認を受

けた日の属する年度の３月末日までに補助事業が完了したときは、補助

事業が完了した日から起算して30日を経過した日又は補助事業が完了し

 

２～３ （略） 

 

第５条 （略） 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 補助金の額は、次により算出するものとする。 

ア 補助事業の区分に応じ、補助対象経費の額と次に掲げる上限額のい

ずれか少ない額を補助金額とする。ただし、算定された額に千円未満

の端数があるときは、これを切り捨てる。 

 (1) 太陽光発電システムの設置 ５万円 

 (2) 蓄電システムの設置 15万円 

 (3) V2H充放電システムの設置 10万円 

イ （略） 

 

第７条～第８条 （略） 

 

 

 

（事業期間の延長） 

第９条 申請者は、やむを得ない理由により、事業に着手した日の属する

年度の２月末日までに補助事業が完了しない恐れがあるときは、別に定

める日までに、事業期間延長承認申請書（様式第２号）に事業の着手日

が確認できる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の事業期間延長承認申請書を受理したときは、内容を審

査の上、やむを得ないと認められる場合に限り事業期間の延長を承認す

るものとし、その可否を申請者に通知する。 

（新設） 
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改 正 後 現  行 

た日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに、交付申請書兼実

績報告書兼補助金交付請求書（様式第１号）に別表２に掲げる書類を添

付し、知事に提出しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の手続により事業期間が２年度にわたることとなっ

た場合において、補助事業が２年度目の２月末日までに完了しないおそ

れがあるときは、再度、別に定める日までに、事業期間延長承認申請書

を知事に提出しなければならない。ただし、延長後の事業期間は２年度

目の３月末日を超えないものとする。 

 

第10条～第14条 （略） 

 

附 則 

この要綱は、令和３年７月16日から施行する。 

この要綱は、令和３年12月27日から施行する。 

この要綱は、令和４年４月13日から施行する。 

この要綱は、令和５年４月14日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月12日から施行し、県の令和６年度予算に係る

補助金から適用する。令和５年度以前の予算に係る補助金については、

なお従前の例による。 

この要綱は、令和７年４月21日から施行し、県の令和７年度予算に係る

補助金から適用する。令和６年度以前の予算に係る補助金については、

なお従前の例による。 

 

別表第１～別表第２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前２項の手続により事業期間が２年度にわたることとなった場合にお

いて、補助事業が２年度目の２月末日までに完了しない恐れがあるとき

は、再度、別に定める日までに、事業期間延長承認申請書を知事に提出

しなければならない。 

 

 

第10条～第14条 （略） 

 

附 則 

この要綱は、令和３年７月16日から施行する。 

この要綱は、令和３年12月27日から施行する。 

この要綱は、令和４年４月13日から施行する。 

この要綱は、令和５年４月14日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月12日から施行し、県の令和６年度予算に係る

補助金から適用する。令和５年度以前の予算に係る補助金については、

なお従前の例による。 

 

 

 

 

別表第１～別表第２ （略） 
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改 正 後 現  行 
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改 正 後 現  行 
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改 正 後 現  行 
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改 正 後 現  行 

  



8 

改 正 後 現  行 
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